
要約

　台湾のGIANT社（以下G社）は、７０年代初に創業し８０年代末に独自ブランドを持つ企

業として登場し、２１世紀初頭には世界最大のスポーツ車供給企業となった。世界最高峰の自

転車レースであるツール・ド・フランスを始め世界のレースシーンで存在感を高め、欧米名

門自転車企業と肩を並べている。同時期に、自転車企業にとどまらず日本の製造業が、要素

技術では優位にありながら、製品技術、総合技術で劣位に陥ったことと対照的に、G社は要

素技術では先端ではないものの、世界的な競争力のある製品を供給し続けている。本稿は、

このG社の成功要因、競争優位の構造を検討したものである。

　自動車産業、PC産業との比較を通して、組立製品における「製品複雑性」と「基幹部品

内外製」という二つの概念を軸にすると、複雑性が低く、基幹部品を外製する自転車産業が

OEM、ODMへの展開が比較的容易なことがわかる。この点は台湾に優位性のある PC産業

と類似している。

　さらにバリューサイクルモデルを通してみると、OBMへの展開、そこで成功した要因が

明らかになる。第一に従来の自転車産業、企業が想定していた顧客ターゲットとは異なる成

長する新興顧客（高性能・高品質を求めるがリーズナブルな価格を要求するスポーツ愛好ア

マチュア）をターゲットに設定し、これに適合した、合理的な製品、高性能・高品質、低コ

ストの大量生産システムへと大幅に転換したところに、G社のイノベーションの本質があり、

競争優位の構造がある。この転換を可能にした二人のトップ、劉と羅による戦略経営こそ、

競争優位を構築する原動力であった。

　先行した先進国自転車企業同様、G社も後発国、特に中国の挑戦を受け、主役交代を余儀

なくされる可能性がある。これを排除し将来的にも優位を継続するためには、G社は、自社

ターゲットを継続的に追い求めることが必要である。そのために、製品開発と工程開発を従

来以上に強化していくことが求められるだろう。

　日本企業にも機会は僅かながら残されている。G社と同様なターゲットへの転換を明確に

意識すること、G社を超える製品開発と工程開発は可能であり、そこに資源を集中する経営

意思決定をすることであろう。

キーワード　自転車産業　競争優位　製品戦略　イノベーション　バリューサイクル
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はじめに

　自転車産業は国際的な市場と国際的な生産拠点の展開を前提に成立するグローバル産業で

ある i 。このグローバルな産業における企業の盛衰の中で、台湾のGIANT社は、８０年代末

に独自ブランドを持つ企業として登場し、２１世紀初頭には世界最大のスポーツ車供給企業

となった。それだけでなく、世界最高峰の自転車レースであるツール・ド・フランスを始め

世界のレースシーンで存在感を高め、一流、名門自転車企業と肩を並べている。この台湾

GIANT社に関して、その成功要因、競争優位の構造に関して検討したい。

　この問題意識の背景を次に述べたい。

　日本の自転車企業、自転車産業は、１９６０年代、７０年代の一時期、世界最大級の生産量を

誇った時期もあった。５０代以上の年配の人ならブリヂストン、パナソニック、ミヤタなどの

スポーツ車の記憶があるだろう。これらの企業はかつて、日本市場だけでなく、アメリカを

はじめとした世界に市場を有する先進企業であった。しかし、ごく一部の自転車部品メー

カー、具体的に言えば、世界のスポーツ車搭載部品の７０％に及ぶシェアを有する世界最大の

自転車部品メーカー、シマノを除くと、現在では世界的には全く存在感を失っている。これ

はかつて欧米の自転車企業、自転車産業がたどった道でもある。古く１９５０年代にはイギリ

スが世界最大の自転車生産国であり、その後１９７０年代前半にはアメリカがそうであった。

これらの国は、現在の日本同様、もはや生産国としてはマイナーな存在でしかない。ただ、

アメリカやフランスそしてイタリアには、国としての生産量はともかく、著名な世界的自転

車メーカーが、ブランドとして認知され、その名を世界市場、自転車ユーザーの意識にとど

めている ii。それに対して、日本の自転車企業はブランドとしての企業名の認知すら世界市

場に残してはいない、と言っても言い過ぎではない。

　これら日本の状況と全く裏腹に、台湾自転車企業はその存在感を強く世界に示している。

そもそも過去において台湾自転車産業、企業は、低質な模倣製品を低価格で、欧米市場、日

本市場など先進国市場に供給してきたに過ぎなかったし、歴史的にも産業基盤の点でも、日

米欧に比較して、決して有利とは言えない状況の中にあった。それにも拘らず、台湾自転車

企業は、９０年代に量的にも質的にも大きな転換を遂げ、２１世紀に入り高級なスポーツ車の

一大供給者として登場したのである。しかもこれは、多数の関連企業はあるものの、その

リーダーである少数の企業によって担われていることも驚きである。具体的に言うならば、

台湾のGIANT社（以下G社）とMERIDA社（以下M社）である。特に、世界に例のない

スポーツ車の量産体制を築き上げ、台湾、中国全体で生産能力７００万台を誇る世界最大のス

ポーツ車メーカーとなったG社は、現在最も注目すべき自転車企業である。

　また、台湾の電子産業も、この同じ時期に飛躍的な発展を遂げる。しかし、自転車産業、

企業と異なり、台湾電子産業、企業はOEM（委託請負生産）、あるいはせいぜいODM（委

託請負設計、生産）どまりで、自転車企業のようにOBM（自社ブランド供給）として成功し

たとは言い難い。これとの対比においても台湾の自転車企業の成功は特筆に値するのである。

2



　要素技術、たとえば素材、構造設計、量産などの各技術を一つ一つあげるならば、むしろ

日本企業に優位性がある。現在、フレーム素材として主流となっているカーボン繊維の供給

者は、東レ、三菱レーヨンといった日本企業である。基幹部品の世界的供給者のシマノは大

阪府堺市に拠点を置く日本企業である。したがって、これらの好条件を生かす明確な戦略が

あれば、実はG社の立場に、日本の自転車メーカーも立つことも可能だったといえよう。し

かし現実は、すでに既述のとおり全く逆の、日本企業には残念な結果になってしまった iii。

　

　台湾の自転車メーカー、G社が世界最大のスポーツ車メーカーとして成長できた要因を、

地勢学的な環境要因の有利さに求めることもできるかもしれない。素材供給者、基幹部品供

給者としての日本企業の存在、機械産業集積地としての台湾の存在、そして一大生産基地と

しての中国本土の存在である。しかし、これらの要因はいずれも日本メーカーにも共通して

いる。しかし日本メーカーではなく、台湾メーカーがその環境要因を一番活かした結果と

なっている。

　つまり、これらの条件を生かす戦略構築力に、またその結果でもあるイノベーション能力

に、台湾自転車企業の成長要因を求めるべきであろう。この点で、台湾と日本企業の間に非

常に大きな差があったといわざるを得ない。

　したがって、本研究の目的は、上記のような事情を踏まえて、この台湾企業、G社の競争

優位の構造を、戦略論的視点で解明することにある。

　また、今回分析する自転車産業、自転車企業で生じた事象は、半導体、液晶、ノート PC、

携帯電話端末など、かつて日本産業、企業が得意としていた領域でも生じていることに注目

すると、単に自転車産業、企業に限定するものでなく、他の産業における台湾企業の競争優

位構造をも示唆するものとなるだろう。逆に言えば、今回は深く踏み込まないが、日本企業

の競争劣位構造の示唆となるだろう。

　本論稿の構成は下記のとおりである。

　まず第１に、台湾の自転車産業の現状をマクロ的な観点とミクロ的な観点の両面で概観す

る。その中で台湾G社の今日までの企業発展の足跡をレビューする。ここでは、世界の自転

車産業における主要国が交替する姿、台湾が９０年代以降、日本に替り世界最大供給者とし

て登場する姿が確認できるだろう。

　第２に、自転車産業の特質を、産業論的視点で整理する。ここでは、自動車産業、PC産

業との比較を通して、自転車産業の特質を明確にしたい。組立製品における製品複雑性と基

幹部品内外製という二つの概念を軸に、産業の特質を論じる。このモデルを前提に産業構造

の特質を検討する中で、G社のOEM、ODMでの成功、競争優位構築の要因が明らかになる。

　第３に、台湾G社がこの産業において競争優位の構築に成功した要因を、その戦略的な構

造を通して明らかにする。その際、ポーターのいわゆるバリューチェーンの概念を、バ

リューサイクルへと改編するアイデアを分析の柱となる視点として提示したい。また、これ
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により従来の自転車産業、企業が想定していた顧客ターゲットと生産システムを大幅に転換

するところに、G社のイノベーションの本質があり、それを可能にした戦略経営こそ、競争

優位を構築する原動力であったことを明らかにする。

　第４に、先行した先進国自転車企業同様、後発国の挑戦を受け、主役交代を余儀なくされ

るのかどうか、ここが台湾G社の将来課題であり、競争優位継続の条件をという課題を明確

にしたい。また同時に日本企業への含意も若干ながら示したい。

1． 台湾自転車産業の日本との比較

　ここでは台湾の自転車産業の量的な地位を日本との比較を通して明らかにしたい。また、

G社のクロニクルな発展のプロセスをレビューし、その成功について評価する。

（1）日本自転車産業の発展期

　国際連合大学が１９７０年代において広範囲に実施した「人間と社会の開発」プログラムの枠

組みの中の「技術移転、変容、開発―日本の経験」プロジェクトの一部として作成され、１９７９

年に発行された興味深い報告書がある（上田 １９７９）。この報告の内容そのものも興味深いが、

ここでは、この報告書の資料としてまとめられた、１９６０年代から、二度にわたるオイルショッ

ク（１９７３年、１９７９年）までの世界の主要国別の自転車生産と輸出の統計資料に注目したい。

ここに、かつて自転車産業は欧米日の先進工業国の産業であったこと、そしてこれらの主要

国の中で盛衰が繰り返されていたことがわかる。さらに、欧米日の先進国の中で、７０年代末

には日米が世界を大きくリードしていたことがわかる。

　まず生産を見ると、１９５７年の世界最大生産国は、２,５４４千台のイギリスである。２,４０５千台

の日本は第二位である。その後、１９６０年には、日本は３,２９１千台を生産して首位に立つ。１９６５

年には、４,６１９千台の米国が首位に立ち、その後１９７５年に一度日本に首位を奪われただけで、

１９７０年代は一貫して米国が首位の生産国であった。

　次に輸出（金額。部品含む）を見ると、自国市場向けの生産を主体とする米国の存在感は

薄れ、欧州と日本の先進国の間での主役の交替が見られる。すなわち、１９６２年は欧州のイギ

リスが他を大きく引き離して首位、次いで２位に西ドイツ、３位争いを日本とフランスがし

ている状況である。ところが、１９６７年に日本が首位に立ち、その後データのある１９７５年ま

で一貫してその地位を守る。しかもその規模は２位以下を圧倒している。この時期の世界の

自転車産業の中での成功者は間違いなく日本であったといえる。

（2）台湾自転車産業と日本自転車産業の比較

　ここでは、視点を現在に戻して、台湾と日本の比較を試みたい。

　実のところ、現状での台湾の国内生産台数は、生産拠点の大陸への移転が急速に進んで

いった結果、近年では低下傾向から横ばいの状態が続いている。かつて６００万台を超え、日

本のピーク時を凌駕する生産台数があったが、２０１５年実績では４００万台になっている。ただ
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し、傾向的な低下が継続しているわけではなく、この４００万台水準で近年では安定している

といえるだろう。これは現在の日本の生産水準である１００万台弱を大きく超えたものである。

　中国に生産拠点を大きく移転しながら、台湾国内の生産台数を安定させていること、日本
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図１　世界主要国の自転車生産台数（完成車）推移（１９６０ / ７０年代）（単位：千台）

図２　　世界主要国の自転車・部品輸出額推移（１９６０・７０年代）（単位 ; 千ドル）

資料：上田（１９７９）

資料：上田（１９７９）



の水準の４倍であることも、もちろん注目に値するが、同時に注目すべきは、輸出の推移で

ある。

　まず台湾の輸出数量はここ数年、年間４００万台前後である。既にみた国内生産台数が４００

万台であるから、国内生産品をほぼ全量輸出に向けているという計算になる。逆に言えば、

近年拡大している国内市場向けは国外、特に中国本土で生産したもので補っているというこ

とを意味する。また、国内生産拠点を先進国向け輸出拠点と位置付けていることを意味する。

また輸出金額も数量同様安定しており、１７億から１９億米ドル前後の水準を保っている。

　輸出単価でみてみよう。これを日本との比較でみるとその特徴が非常に際立っている。本

来、先進国であり、高所得国である日本自転車産業は、台湾よりも高付加価値品を輸出すべ

きである。しかし実態は全くの逆である。台湾は１台当たり４００米ドルから４７０米ドルの水

準の平均単価で輸出している。スポーツ用の自転車の平均価格（卸売価格CIF）としては標

準的な金額であろうと思われる。しかも年々その単価が上昇していることがわかる。性能の

向上、品質の向上を背景に着実に高付加価値、高級化へと歩を進めている姿が想像できよう。

なお、この点については後述する。

　日本の輸出単価の水準は、これと比較して極端に小さな値である。しかし計算違いかと疑

わせる程、あまりに小さな値で驚くしかない。数千円レベルの単価での輸出である。あくま

で輸出金額を輸出数量で除した値である。金額に比して数量が極端に大きいのである。この

要因は明確ではないが、恐らく途上国への中古車輸出が主流となっていて、完成新車、しか

も日本の労賃に見合う高付加価値車を輸出するという展開を、しようとしてもできていない

ことを意味しているのではないか。世界的な存在であった日本の自転車産業、企業が、高付

加価値化に失敗し、その衰退を示す象徴的な数値であろう iv。
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図３　日本と台湾の自転車生産台数推移

資料：台湾経済部、日本自転車産業振興協会



（3）GIANT 社の成長の軌跡

　① 参入期

　G社は１９７２年に、当時３８歳の劉金標により台湾の台中市に、３８人の社員とともに設立さ

れた。劉はウナギ養殖などを手掛けてきたが失敗し、当時多くの台湾企業が手掛け始めた自

転車の分野で起業した。特にそれまで機械や自転車で製造経験があり、これらに詳しかった

わけではない。当時、米国市場向け輸出で勃興しつつあった多くの台湾自転車企業と同様に、

あくまでも利益の出そうな、もうかる事業として参入したのである。

　１９７３年には現在の社長（総経理）である２４歳の羅祥安が入社する。彼は台湾大学を出て

商社勤めをしていたが、劉の事業に興味を持ち共同経営者となった。劉は英語ができるので、
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台湾 

日本 

　図４　台湾の自転車輸出推移

資料：台湾自行車輸出同業公会

図６　台湾と日本の自転車輸出単価（台湾 : 米ドル、日本百円）

資料：台湾経済部、日本自転車産業振興協会



米国輸出、市場開拓で大きな働きをした。

　G社にとって最初の大きな出来事は、１９７７年に当時の米国最大の自転車企業のひとつで

あった Schwinn 社（以下 S社）に、その第二ブランド車のOEM供給を開始したことである。

これにより、量的基盤が安定的に確保されただけでなく、S社の技術指導により、自転車

メーカーとしての基盤が確立した。１９８３年にはG社の生産の実に７５％が S社向けであった

ほどである。

　②OBMへの転換期

　しかし S社への供給を開始して５年ほど経過したとき、S社はOEM先を香港の中華自転

車の深�工場に切り替える計画（１９８７年に移管）であることを劉と羅は知る。そこで、危機

感を持った二人は５年以内に独自ブランド車を先進国に供給、自社販売する計画を立て、欧

州、米国、日本に現地法人を設立し、GIANTブランドの完成車の販売網を確保した。この

S社のOEM先切り替えが、結果的にG社の独自ブランド販売、OBM化を早めたことにな

る。当時は米国をはじめ先進国でマウンテンバイクブームが起こっており、新しい自転車ユー

ザーが次々にこれを購入し始めており、高性能でリーズナブルなマウンテンバイクの供給者

としてG社は認知してもらうことができたことも幸いであった。

　G社の今日に続く特徴であるが、完全なOBM化、全面自社製品生産販売体制にはしなかっ

た。かなりの量のOEM供給を行いながら、同時に独自ブランド車を並行生産する経営スタ

イルを守った。

　次の転機は、１９９４年の中国本土江蘇省昆山市への工場進出である。これにより、その後の

本土の供給拠点展開が開始され、その後の大量生産体制の端緒となる。
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表１　GIANT 社の成長の軌跡

 資料：野嶋（２０１２）



　③ 先進ブランド確立期

　すでに１９９０年代後半に入るとG社の独自ブランドは先進国で認知されることになったが、

二流ブランドとしての位置づけであることは否定できなかった。「結構使えるが他人に自慢

できない」という存在である。趣味性の高いスポーツ車の世界でこれは致命的であり、いず

れ、さらに低価格な新興国製に駆逐される恐れがあったことは事実である。そこでブランド

イメージの向上がG社の９０年代後半の課題となり、G社は世界的なレースへの機材供給を

積極化する。手始めはマウンテンバイクであったが、このファン層は限定されているし、同

様な新興ブランド企業が多く、ブランド的には埋没しがちであった。しかし、この市場でG

社は、新しい自転車スポーツを愛好する層が成長していること、これらの層は、新ブランド、新

機構や新アイデアを受け入れる素地があることを学んだ。しかもそれは単にマウンテンバイ

クだけではなく自転車スポーツ全体に言えるという実感を得たと思われる。

　そこで着目したのが、自転車スポーツの本流であるロードレースの世界であり、その世界

最高峰の自転車ロードレースであるツール・ド・フランスをはじめ欧州ロードレースへの機

材供給である。この世界は、これまで新興ブランドの入る余地は少なく、欧州の名門企業や

その派生企業が機材を供給するという常識が確立された世界であった。そこに台湾企業が割

り込むことは、大いに困難であると同時に大きなリスクがあったと言わなければならない。

　しかし、G社は大胆にも、１９９８年にスペインの一流チーム、オンセに競技機材供給を開始

する。その際、他のメーカーとの差異が一目でわかる、マウンテンバイクのようなスローピ

ングフレームを採用し、これが高速で競技されるロードレースでは空力上有利であるとして

その優位性と独自性を強調したのである。これは後に、非欧州の、しかもアジアの新興国の

新興企業の製品戦略として非常に巧妙なものであったことが、そのような参入方式だけでな

く、自転車の様式を模倣する企業が、米国と台湾から何社か出現することで実証される。

　④ 高級車量産体制確立期

　今日、G社を世界的にもユニークな存在としているのは、趣味性の高いスポーツ車を、そ

れまでのメーカーのように多品種少量生産（オーダー生産）するのではなく多品種大量生産

する点である。この生産スタイルはG社が世界で初めて確立したものである vi。これを可能

にしたのは中国本土の量産体制の整備とAチームによる台湾本国の自転車産業基盤の質的

整備を車の両輪として進めた点である。

　本土の量産体制整備は、一大拠点として昆山地域の生産基盤を拡大したこと、さらに天津、

成都への工場の展開である。これにより本土の生産規模は５００万台を超える体制となった。

それと軌を一にして、本国は高級車専用工場と位置付けられ、本国の生産体制の質的なレベ

ルアップを急速に進めたことが量的、質的飛躍をもたらしたのである。これにより世界に類

を見ない高級スポーツ車の大量生産という体制が確立したvi。

　２００３年に本国で設立した、いわゆるAチーム vii　 が台湾自転車産業の質的飛躍に貢献した

ことはすでに多くの研究者（張 ２００９）が述べているのでここで多くを語る必要はないだろう
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が、この意味するところを筆者なりに整理すると下記のとおりである。

・基幹部品以外の品質向上とコスト削減能力で台湾サプライヤーを選別、再編した。

　台湾部品メーカーの小物部品をG社は組み付けてきたが、この品質、コストについて十分

満足できるものではなかった。これらの部品のレベルを急激に向上することができたため、

G社製品の信頼性が向上しただけでなく、コストも大きく改善した。逆にこれに追従できな

いサプライヤーは脱落した。

・自社の生産ラインの抜本的な立て直しをした。

　G社は個別に永年トヨタ生産方式を勉強してきていたが、なかなか実のある成果に結びつ

けられなかった。Aチームの活動を通してコンペティター、サプライヤーを含めて集団学習

することで、品質とコストを両立する実践的なTPSを自分のものにすることができた。

（4）世界最大級の自転車企業

　G社の発展の歴史を簡単に見てきた。ここではその現状を整理しておきたい。

　まず生産台数と売上高は、２０１５年時点でそれぞれ５５０万台、１,９９３億円（２０１４年時点では

６３０万台、２,４０８億円）である（東洋経済 ２０１６）viii。台湾東海大学張書文准教授によれば、台

湾、中国他を合わせて生産能力は約７００万台と言われている。欧米、日本、すなわち先進国

にこれだけの生産能力と生産実績を持つ自転車企業は存在しない。中国本土に１０００万台を超

える企業があると言われているが、実用車主体のメーカーのようである。すなわち、G社は

世界最大規模の高級スポーツ車生産企業である。かつてこのようなタイプの企業は存在せず、

現在のところG社が世界でただ一つである。

　台湾第２位のM社は、生産台数２０８万台、売上高９０２億円（２０１４年時点で２３８万台、１,０８８

億円）（東洋経済２０１６）である。G社と比較すると半分以下の規模に過ぎないが、欧米企業、

日本企業と比較すれば、これでもかなりの大規模企業であるので、G社の大きさが図抜けて

いることがわかる。

　ちなみに、日本の大手であるブリヂストンサイクルの売上高は４４３億円（２０１４年時点で

４２３億円）、パナソニックサイクルテックは２８１億円（２０１４年時点２８８億円）（東洋経済２０１６）

である。

　G社の生産拠点は、台湾（台中市）１００-３００万台、江蘇省（昆山市）１００-２００万台、四川省

（成都市）６０-１００万台、天津市１００-２００万台を主要拠点とし、オランダにも小さな拠点を有

している。

2．  自転車産業の構造的特質

（1）製品複雑性 ixと基幹部品

　自転車という製品を生産する自転車産業の構造的特質を検討する。同様な組立産業である
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自動車、自動二輪、またパーソナルコンピュータ（以下 PC）と比較するとその特質が明確

である。

　まず他の組立産業と同様に、自転車は全て部品に分解できる部品の集合体である。換言す

れば多様な部品のアッセンブリによって完成車、製品となる。この点は自動車・自動二輪、

PCと同一である。

　しかし図７に見るように、他の組立製品と自転車が異なる点は多い。大きく分けると「製

品複雑性」と「基幹部品」の点で大きく異なると考えられる。

　製品複雑性については、アーキテクチャーの特性が単純か複雑かの相違と言い換えること

もできる。他の組立製品では製品複雑性が比較的高度であり、そのため組立そのものが工場

出荷段階で調整された完成品として出荷されるのに対して、自転車はいかに高級スポーツ車

といえども、工場出荷時には輸送の効率を考えた半製品（七分組などと称される）である。

最終的な完成品になるのは販売店での完成組立、調整後であり、販売店頭での顧客への引き

渡し時ある。これは自転車という製品の複雑性が低いことを意味している。したがって、店

頭で大幅なカスタマイズも行われることが多い。この点は他の組立製品と大きく違う点であ

り、自転車の製品、商品としての大きな特徴である。

　次に「基幹部品」の位置付けの違いである。自動車・自動二輪では基幹部品であるエンジ

ンを標準製品として外製することは考えられない。これらの製品では自社で内製されるか、

自社と関係の深い企業で自社専用に生産される。この点に関して自転車の場合、基幹部品と

は、走行性能に大きな影響を与える駆動関係のギア、変速機、ブレーキ関係である。これら

は現在ではグループセットという形でセットとしての一体化が進んでいる。そのためシマノ

などの世界有数の寡占部品企業が供給している。

　そのため、自転車製造企業で生産される部品は極めて少なく、唯一あるのがフレームであ
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図７　組立製品間の共通性と異質性

資料：著者作成



るが、これすら外製される場合がある。この点は、自動車・自動二輪との相違が大きく、

CPU、OSが寡占企業に集中している PCと極めて類似していることがわかるだろう。その結

果、他製品が機能面も含め多様な要素であるのに対して、自転車という製品では機能面では

大きな差がつかないため、競争優位あるいは差別化のポイントは、イメージやブランド、価

格が、競争優位条件、差別化要因となる x。

（2）OEM/ODM供給が容易な産業

　この点を考慮すると、図８に示したように、自転車産業や PC産業がOEM/ODM供給型

になる構造が理解できる。製品複雑性が相対的に低く、基幹部品が寡占企業により外製され

ている場合、委託請負生産、または委託請負設計生産に移行することが容易である。現に台

湾の得意とするOEM/ODM製品は、ノートブック型も含む PC、そして今回テーマとしてい

る自転車である。

　しかし、OBMへの転換は上述したOEM/ODMほど容易ではない。それは競争優位、差別

化の要因を自分のものとしなければならないからである。競争優位の条件、差別化要因が単

純であれば、台湾企業でもOBMへの転換する道筋はある。今のところ、必ずしも成功しな

かったが、PCで OBM企業が登場したことがある。これはそのことを示している。自転車で

G社、M社が登場したことも基盤は同様である。

　また「製品複雑性」の低さと「寡占企業基幹部品」の外製はあくまでOBMの必要条件で

ある。ただ安定的にOBMを継続しているのは、自転車製品特有の差別化要因、競争優位条

件を自ら構築するという十分条件を獲得したからである。この点は次章で論じる。
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図８　OEM/ODMの容易な製品ゾーン

注：編みかけのゾーンはOEMに移行しやすい。
　　　　　　資料：著者作成  



3． GIANT 社の競争優位構造

　今日のようにG社が世界最大の高級スポーツ車のメーカーとなった背景に、産業の特質が

必要条件、環境条件としてあったことを示した。しかしそれだけでは継続的な自社ブランド

企業として発展することはできない。ここでは、創る・作る・売ると言った、製造企業の基

本機能を、バリューチェーン（Porter １９９０）ではなく、これを三機能（創る・作る・売る）

に縮約した三枝（１９９４）による業務の基本サイクルを参考に、バリューサイクルとして再定

義し、これを分析フレームとして用いる。

　これによると、G社は「売る」を起点に、開発、生産のサイクルがスムーズに回っている

こと、新しい顧客への展開、顧客の創造を柱に業務が動いている姿が浮かび上がってくる。

ここにG社の競争優位構造の本質がある。

（1）分析のフレーム

　Porter（１９９０）は、バリューチェーンという概念を提示し、企業の競争優位分析枠組みを

提示し、企業の機能の連鎖が競争優位の基盤であることを示した。企業の業務機能を、主活

動と支援活動に分け、前者には調達物流、製造、出荷物流、販売・マーケティング、サービ

スがあり、後者には管理、人事、財務、調達、開発設計がある。しかし、この枠組みは物の

動きを主と見ること、開発とマーケティングの結びつきを軽視していることなどから、プロ

ダクトアウト的な視点である。ニーズ探索と製品開発の連携などを見る視点が弱い点は致命

的である。そのため、G社の分析には限界がある。

　赤羽（２０１４）は、Drucker（１９７３）の「顧客の創造」及び「マーケティング」「イノベーショ

ン」の二機能論を思わせる２段階モデルを提示している。しかし、これでは生産機能の位置
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図９　創る・作る・売る（三枝モデル）

資料：三枝（１９９４）



づけが弱い。

　三枝（１９９４）は、図９に見るように、これを双方向のチェーンモデルと捉える点に優位性が

ある。しかし、双方向性は意識しているものの、リニアな活動の連なりであり、各機能が入

り乱れる現実の活動との間に若干の齟齬がある。

　ポーターでは経営管理機能が支援活動として内在化されているが、三枝、赤羽では意識的

に捉えられていない。後二者では、それぞれモデルの外から経営者が眺めているイメージで、

経営管理は外在的になっているのであろう。

　これら三者のモデルを再構成して、本研究では、創る、作る、売るという三機能が循環し

ている下記のバリューサイクルモデルを設定した（図１０）。この循環サイクルの中心に、こ

れらを方向付け、調整する経営戦略機能（戦略経営機能といってもよい）が位置しているモ

デルである。

（2）  競争優位構造の分析

　バリューサイクルモデルに基づき、開発（創る）、生産（作る）、販売（売る）、戦略の順に、

G社の状況を見ていきたい。

① 創る － 開発

　G社の製品開発を見ると、これまでの伝統的なスポーツ車メーカーと異なる点がわかる。

　第１にターゲットが、従来の競技志向でレースにも詳しい知識を有する、従来のスポーツ

車ユーザーに置かれていない。彼らは欧米ブランドや、職人工房が手づくりで製造するス

ポーツ車への信仰が強く、これらの信仰の対象になる製品にしか関心が無いからである。G

社のターゲットは、比較的知的レベルが高く、合理的な製品選択ができる、比較的新しくス
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図１０　バリューサイクルモデル

資料：著者作成



ポーツ車の世界に馴染んできた、あるいは馴染もうとしている顧客層である。これらの顧客

層は、伝統的な顧客層より量的にはるかに多いことは想像にできるだろう。また、実際にG

社の成長がそれを実証している。

　そのため、第２に、製品開発において、フレーム素材や形状にどんどん新しい要素を取り

入れ、軽量化、高空力性能など、伝統的メーカーが重視しないが、実は性能に大きな影響が

ある領域に対して資源を積極的に投入してきた。

　当初はOEM供給で学んだ伝統的素材で伝統的形状の製品を供給してきたのだが、これで

は、単に価格の安さしか訴求できない。そこで、台湾政府経済部の支援を部分的に得ながら、新

素材による差別化を志向する。具体的には、航空機規格のアルミ素材、高価格なカーボン素

材の積極的な採用である。少量生産中心の伝統的メーカーでは、従来の鉄素材と同様な加工

方法が使用できるアルミ素材までは追従できる。だがカーボン、しかも一体成型のモノコッ

ク構造となると加工技術が一変するので追随は不可能である。G社のように新興企業には学

習さえすれば伝統企業に対して優位に立てる領域であったと言えよう。

　新素材に注力すると同時に、空力特性が良いとされる、マウンテンバイクのような形状、

いわゆるスローピングフレームをロードレーサーに採用した。これらは、一見してそのユニー

クさが伝わる、従って、G社製品を強く差別化できる要素であった。しかし、伝統的顧客層

はこのような差別化を快く思わなかったし、むしろこれを嫌い、積極的に排除したと言われ

ている。しかし、その合理性に着目でき、過去のしがらみに囚われない新興顧客層には強く

支持され、その軽量さ、ユニークさ、空力特性などが高く評価されたxi。

② 作る－生産

　これまでも強調してきたことであるが、G社の生産システムは、大量生産志向である。こ

れが生産におけるG社の第１の特性である。またこれは世界の高級スポーツ車を供給する企

業としては全くの異例であり、稀有である。
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図１１　伝統的スポーツ車とG社製品の形状の差異

資料：各社カタログより

伝統的形状（鉄製） G社の形状（カーボン）



　OEM供給から創業したことにその起源があるのだろう。OEMは、発注量及び納期への対

応、そして何よりも低コストを強く要求する。従って量産志向は創業以来の姿勢と言って良

い。現在も欧米の有力企業から大量のOEMの発注を受けていることは、G社の量産能力の

高さを示すものである。

　また、量産志向を自社ブランドにまで継続するのは、合理的選択を基本とすると思われる

新興顧客へのアピールとして、リーズナブルな価格は必須で、低コストそのものが重要だか

らである。

　第２に、多くの研究がある「Aチーム」の持つ意味を、このコンテクストで把握する必要

がある。自転車部品は基幹部品以外にも大小のパーツが多数ある。基幹部品以外も欧米日の

グローバル企業から調達すると品質、納期は安心だがコストがどうしても高くなる。逆にこ

のようなパーツを台湾製にするとコストは安いが品質と納期が満たせない。現に９０年代の

G社製の高級スポーツ車で小物部品でのトラブルが指摘されたことがある。

　そこでAチームでは下記の意味合いがあったと考えられる。トヨタ生産方式（TPS）を、

G社自身も学ぶことで高品質で低コストの量産体制を再編するだけでなく、サプライヤー各

社に徹底するということだ。参加企業の量産、納期、品質、コストの全てが大幅に向上した。

　また、創る（開発）の項でも述べたが、空力などの性能追求からフレームをスローピング

形状にしたことは、従来５ミリ刻みで１０数種あったフレームサイズバリエーションを、わ

ずか３、 ４種類（S、M、L、XL）に絞り込むことを可能にした。これも開発と生産がうまくリ

ンクしていることを示している。

　さらに、自社ブランドを確立した現在でも、３０％ほどのOEM生産を、TREK、SCOTT

に対して行なっている。これは、生産における量産効果を十分に発揮する狙いがある。また、

これは前節に関連するが、世界的名門企業の製品生産に関与することで、自社の開発力、開

発方針の確認を容易にする点も見逃せないだろう。

③ 売る─販売

　G社は開発と生産では大きな革新を推進したが、「売る－販売」ではむしろ保守的で、伝統

的メーカーの方法を踏襲した。上述の二機能での革新を前提に考えるなら量販店での販売を

志向する可能性があったのだが、G社はむしろこの分野は専門販売店を選択する。しかもG

社なりの選別をした等級別販売点組織を編成する。

　これもターゲット顧客を明確にしたが故の選択である。新興の顧客は伝統的顧客に比較し

て自転車の調整技術はない。従って、彼らがG社製品の性能を十二分に発揮できるようにす

るためには技術を持った専門店でなければならなかったのである。

④ 戦略経営

　バリューサイクルモデルの各機能別に、G社がこれまでの伝統的企業と異なる要素を持っ

ていることを見てきた。これらは全て、これまで指摘してきた新規顧客層、合理的選択眼を
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持ち、伝統には囚われない顧客をターゲットにしてきた点も確認した。すなわち世界で量的

に成長が期待できる新興顧客を自社の顧客として確保してきたのである。

　このターゲットに対して、経営資源をいかに集中できるのかという点が、戦略経営上のポ

イントである。このことへの集中できたのは、劉と羅の二人の経営陣の判断の的確さにあっ

たといえよう。ターゲット顧客の設定、彼らを効果的に魅了する製品開発、また彼らの選択

基準としてのリーズナブルな価格、つまり「売る」「創る」「作る」が全てターゲット顧客を

開発するために連動し集中している。ここに余計なノイズが入っていないこと、彼らの戦略

経営の質の高さに注目すべき点である。

おわりに

　先行した先進国自転車企業同様、G社も後発国、特に中国の挑戦を受け、主役交代を余儀

なくされる可能性がある。これを排除し将来的にも優位を継続することが、G社の将来課題

である。ターゲットを継続的に追い求めること重要であり、そのために、製品開発と工程開

発を従来以上に強化していくことが求められる。

　日本企業にも機会は僅かながら残されている。G社と同様なターゲットへの転換を明確に

意識すること、G社を超える製品開発と工程開発は可能であり、そこに資源を集中する経営

意思決定をすることであろう。

　本研究の残された三つの課題を述べて本稿を締めくくりたい。

　第１に、ミクロ、マクロの環境変化に直面したGIANT社の経営者、劉金標会長、羅祥安

社長の意思決定と経営者能力の分析が課題となる。

17

桜美林経営研究　第７号（２０１６年度）

図１２　G社のイノベーション

資料：著者作成



　第２に、狭小母国市場をベースにグローバル市場に立ち向かい、常に経営と市場の最前線

に身を置く、ある種の直接性、中小企業性の持つ意味は何か。

　第３に、劉会長と羅社長の永年のコンビネーションの持つ優位性は何か。

　いつかこれらの課題への回答を明確にしたい。

　なお、本研究を進めるにあたって大変多くの方々にご協力をいただいた。そのみなさんに、

いちいち名前を記さないが、この場を借りて御礼を申し上げたい。

　特に、台湾での現地調査（２０１６年３月）を献身的にサポートしてくださった財団法人情報

工業策進会産業情報研究所の高雅玲組長、劉中儀協同研究員のお二人には心から感謝したい。

彼らの支援がなければ本研究は全く成立しなかっただろう。最後に、重ねて感謝する次第で

ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 （２０１６. ９. ３０受付／２０１６. １１. ３０受理）　

注
i  各国の特殊事情により成立するローカルな自転車を生産する自転車産業は存在するが、ここではス

 ポーツの道具としての自転車を想定した議論をしている。

ii  アメリカ最大の自転車メーカーであった Schwinn は倒産して、ブランドが残るだけになったが、

　　 TREK、Cannondale、 Specialized 等の米国ブランドが世界のユーザーに支持されている。

iii 象徴的なことは高級スポーツ自転車メーカーでもあるミヤタは、 業績不振に陥り、 台湾M社と資本

 提携している。

iv 台湾とのスタンスの相違がここまで大きいとは、実は思わなかった。

v  日本メーカーは逆に手作り工房を真似、フルオーダー生産方式を採用したのと驚くほど対照的であ

 る。

vi  G 社は本土と本国で７００万台の生産能力を有している。これは高級スポーツ車の生産規模としては

 世界最大である。

vii  A チームとはG社トップの劉ともうひとつの台湾自転車大手のMERIDA社オーナー経営者との間

の合意により成立した台湾自転車組立、部品中核企業による品質向上、生産性向上活動である。

viii  売上が停滞しているが、これは中国本土の経済停滞、欧州の経済停滞によるもので一時的なものと

 推測できるが、G社は経営体制の革新で転換を企図している。

ix 延岡（２００２）

x  この差別化ポイントを「製品複雑性」に持ち込もうとしたのが、多様なオーダーメイドシステムを

 売りにしようとした日本メーカーである。これは失敗したと断言できる。

xi  この形状はイギリス人自転車エンジニア、マイク・バロウズが空力特性重視の設計思想を重視した

 ことからもたらされた。現在では世界の各社が程度の差はあれこの形状を模倣している。
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